
                               

 

１ 概要（背景と必要性） 

域内市場が縮小していくなか、事業者の売上拡大には域外への販路開拓が必要である 

ものの、長崎市には、単独ではマーケティングや販路開拓に取り組むことが困難な小規

模・零細事業者が多い。そのような事業者に代わって販路を新たに開拓し、収益を引き出

す役割や、事業者に対する商品開発支援及びマーケティング等のコンサルティング機能並

びに地域のブランディング機能を担う地域商社が求められる。 

また、国においても、地域の魅力ある産品やサービスの販路を新たに開拓し、従来以上

の収益を引き出し、そこで得られた知見や収益を生産者に還元する「地域商社事業」に対

する支援がなされている。 

そこで、長崎市内企業が地域商社を設立し、又は既にある地域商社機能を充実しようと

する取組みを支援することで、事業者の売上拡大につなげるとともに、地域資源に磨きを

かけ、域外に地域全体を売り出すことにより、「人」の交流を含めた地域経済の活性化を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 説 明 書 
事 業 名 予 算 額 

ページ 款 項 目 番号 

234～
235 

 
7 

商工費 

 
1 

商工費 

 
2 

商工振興費 
7-2 地域商社育成支援費 

千円 

１９，２８８ 

販路開拓と販売 

ニーズの把握 収益・ニーズの 

フィードバック 

 

 

市

内

事

業

者 

 

 

域 

外

市

場 

 

■ 地域産品の発掘 

■ マーケティング 

（市場環境・消費者ニーズの把握） 

■ 販路開拓（商品の提案） 

■ 商品開発などのコンサルティング 

■ 物流・決済の一元化 

■ マーケティング等に係る人材確保 

地域商社 

魅力ある商品 

地域の稼ぐ力を強化し、1円でも多くの収益を事業者へ 



                               

２ 事業内容 

地域商社育成支援費  19,288 千円 

（１）地域商社事業費補助 

地域商社を設立し、又は既存の地域商社機能を充実する事業者に経費の一部を補助す

る。 

なお、本補助については、事業効果を高めるため、複数年度同一事業者を補助するこ 

ととし、継続的に支援する。 

 

ア 地域商社事業費補助金  10,000千円 

（ア）補助対象者  長崎市内に事業所を有する事業者又は団体（2者） 

（イ）対象経費   地域商社事業に係る経費 

・営業費（旅費、サンプル購入費、会議費、バイヤー招聘費、展示会出展費） 

・物流費（倉庫使用料、商品送料） 

・販売費（販売店舗家賃、ホームページ・通販サイト作成費、催事開催経費） 

・その他事務費（家賃、消耗品費） 

（ウ）補助率等   H30   3分の 2（限度額 5,000千円） 

H31   3分の 2（限度額 5,000千円） ※債務負担行為  

H32   2分の 1（限度額 3,750千円） ※債務負担行為 

 

イ 地域商社事業費補助金交付選定審査会  969千円  

交付対象者の選定基準の決定及び事業者の選定を行う審査会を設置する。 

委員の構成については、学識経験者、事業経験者及び商取引に関する知見、実績が

ある事業者のうちから 5名以内を選任する。 

 

（２）地域商社育成支援業務委託（公募型プロポーザル）  7,216 千円 

補助事業の効果を高めるため、域外との商取引に係る専門家に委託して、地域商社に

伴走しながらその活動への助言や指導、事業の進捗管理をサポートする。 

なお、本業務委託については、事業効果を高めるため、複数年度同一の専門家による

支援とし、補助事業とともに継続的に地域商社を支援する。 

 

ア 業務委託内容 

（ア）事業計画策定・検証支援 

     事業計画の策定にあたり、内容やスケジュールについて検証し、適宜、助言・指

導を行う。 

（イ）地域商社活動支援 

地域商社の事業者支援活動の中で助言等を行いながら、地域商社の機能強化を支

援する。 

ａ 商取引機能強化支援 

商取引の知識習得や市内事業者の発掘及び市場ニーズの把握など、地域商社と

して取引に必要な指導・助言を行うとともに、事業者やバイヤーとのネットワー

ク作りを支援する。 



                               

ｂ コンサルティング機能強化支援 

地域商社の活動において、市場ニーズに合致した商品づくりへのアドバイス

等のコンサルティング機能を強化するために必要な指導・助言を行う。 

（ウ）地域商社の強みを活かした事業展開支援 

基盤となる商取引機能の強化に加え、地域商社の強みを活かした新たな事業展開 

を提案、検証することで、支援後に自走できるビジネスモデルを構築する。 

 

（３）事業実施までのスケジュール 

 

３  財源内訳（予算総額） 

H30 当初予算額 

事 業 費 
財 源 内 訳  

国庫支出金※1 県支出金 地方債 その他 一般財源※2 

千円 

１９，２８８  

千円 

９，２７０ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

１０，０１８ 

※1 地方創生推進交付金 補助率 1/2 

  ※2 一般財源について「財政調整基金」を充当する。 

 

 

 

 地域商社事業費補助 地域商社育成支援業務委託 

平成 30年 3月中旬  

提案公募募集開始 

（公募型プロポーザル方式） 

第１回特定審査委員会による

採点基準の決定 

平成 30年 4月上旬 事業者募集開始  

平成 30年 4月中旬 

事業者募集説明会 

 
地域商社事業費補助金交付選定

審査会による採点基準の決定 

平成 30年 5月中旬 事業者募集締切 提案募集締切 

平成 30年 5月下旬  
第２回特定審査委員会による

委託事業者の特定 

平成 30年 6月上旬 
地域商社事業費補助金交付選定

審査会による補助事業者の特定 
 

平成 30年 6月中旬以降 事業開始 補助事業者決定後、事業開始 



                               

（参考）H30～32 予算総額 

事 業 費 
財 源 内 訳  

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源 

千円 

５０，２３０  

千円 

２３，９９４ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

－ 

千円 

２６，２３６ 

※地方創生推進交付金 補助率 1/2 

 

（参考）債務負担行為 

・Ｈ31 

 地域商社事業費補助金       10,000 千円 

 地域商社育成支援業務委託      5,650 千円 

・Ｈ32 

 地域商社事業費補助金         7,500 千円 

 地域商社育成支援業務委託      5,650 千円  

 


